
第１章 富山県と近代教育のはじまり
　富山県置県140年記念・令和５年度国立公文書館所蔵資料展「日本の近代教育のあゆみと富山」に
ご来場いただき、誠にありがとうございます。
　国立公文書館は、国の行政機関等から移管を受けた歴史公文書等を保存し、閲覧、展示、デジタルアー
カイブなどを通じて利用に供しています。このたび、多くの皆様に国立公文書館の所蔵資料をご覧い
ただくため、富山県公文書館と共同で展示会を開催いたします。
　令和５年（2023）は、明治16年（1883）の富山県の置県から140年の節目の年にあたります。本展
では、我が国および富山が近代化を進めた時代を「教育」の視点から振り返り、「教育勅語」や「日
本国憲法」（いずれも複製を展示）、「小学校令」といった国立公文書館所蔵資料、「越中地誌略」など
の富山県公文書館や県内関係機関の所蔵資料からご紹介いたします。
　富山県公文書館で開催する本展を通じて、富山県民の皆様に近代日本のあゆみと郷土の歴史の一端
にふれていただくと同時に、国立公文書館、富山県公文書館の所蔵資料への関心を高めていただき、
一層の活用につながる機会となることを願っています。
　本展を開催するにあたって、多くの方々や機関からご協力を賜りました。ここにご芳名を記して感
謝の意を表します。

　富山県教育記念館　富山県立図書館　富山市教育委員会　高岡市立中央図書館　
　高岡市立伏木図書館　高岡市立博物館　国立大学法人富山大学
　海内宏憲（富山市） 佐伯敬之（千葉県） 高堂肆郎（富山市） 高浪道子（富山市） 中島司（高岡市）
　中村一（富山市） 羽馬美代子（南砺市） 馬塲是久（富山市） 広野禎介（富山市） 桃井清光（富山市）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（順不同敬称略）

　　令和５年10月

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　独立行政法人国立公文書館
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　富山県公文書館
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ごあいさつ

　明治４年（1871）７月、廃藩置県が行われました。当初は、全国に３府302県が置かれましたが、統
廃合の結果、同年末には３府72県となり、明治21年までの間に３府43県となりました。廃藩置県によっ
て越中国のうち、旧富山藩領だった婦負郡と新川郡の一部に富山県が置かれました。その後、明治４
年11月の新川県設置、明治９年の新川県廃止と石川県への編入などを経て、明治16年に現在の県域で
富山県が再び設置されました。
　同じ時期に、教育に関しても新しい制度が整えられていきます。明治４年に文部省が設置されまし
た。明治５年には学制が発布され、全国で学区が定められ、小学校等が設立されます。明治12年には
教育令が布告され、学制は廃止されました。教育令では学区を廃止し、各府県に学校の運営が任せら
れましたが、就学状況の悪化が見られたことから、明治13年に大幅な改正が行われました。この時の
改正では、重要事項に関する「文部卿の認可」の規定が設けられたほか、府知事・県令の権限の強化、
就学の義務の明確化などが行われています。その後、明治18年には再び改正が行われ、簡易な小学教
育を認め、学務委員を廃止するなど、地方の負担軽減が図られました。明治19年には教育令に代わり、
小学校令、中学校令、師範学校令、帝国大学令の４つの学校令が公布されます。学校令の公布により、
その後の学校制度の基礎が整えられました。

年（西暦） 月 富山県にかかわる内容 日本の教育にかかわる内容

明治４（1871）
７ 廃藩置県により富山県（旧富山藩領）・金沢県（旧

加賀藩領）設置 廃藩置県実施

11 新川県設置（新川・婦負・砺波郡は新川県、射水
郡は七尾県）

明治５（1872）
８ 「学制」発布、全国で学区を定める
９ 射水郡、新川県に編入

明治６（1873）
１ 学制実施に関する告諭（新川県）
２ 伏木小学校設立
10 新川県小学教員講習所開設

明治７（1874） 12 新川県下の小学校総数359校となる

明治８（1875）
４ 府県に学務課を設置
12 新川県小学教員講習所を新川県師範学校と改称

明治９（1876） ４
新川県、石川県に編入
新川県師範学校を石川県富山師範学校と改称、
女子部開設

明治10（1877）
２ 石川県富山師範学校を石川県第二師範学校と改称
11 致遠中学校開校（明治16年廃校）

明治12（1879） 11 各小学校に学務委員を設ける　　
明治13（1880） 12 「教育令」改正
明治15（1882） ９ 石川県、小学校分校・巡回授業所を指定

明治16（1883）
５ 富山県設置　
８ 各地に巡回授業所を設置

明治18（1885） １ 富山県中学校開校　県下初の県立中学校
【現在の富山高等学校】

明治19（1886）
３ 「帝国大学令」公布
４ 「小学校令」「中学校令」「師範学校令」公布
12 小学校授業料の額及び納付期限を定める

明治20（1887） ６ 師範学校に幼児保育場開設　県内初の幼稚園
明治22（1889） ２ 「大日本帝国憲法」発布

出典「富山県教育史年表」（富山県教育史編さん委員会編『富山県教育史』下巻、昭和47年）

関連年表
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『学制』　　　
　明治５年（1872）、フランスの制度にならい、我が国初の近代的学校制度である学制が頒布されました。そ
こで示された学校設置の基準は、全国を８大学区にわけ、各大学区に大学校１、中学校32、各中学区に小学
校210を設置する（当時の人口で約600人に１小学校の割合）というもので、小学校の設立・運営経費は地域
の負担とされました。
　資料は、東京日日新聞（現・毎日新聞）の記者で、啓蒙雑誌『相益社談』を創刊した思想家・海

うみ う ち

内果
はたす

の関
係資料です。海内果は、生家のある中老田村（現・富山市）で小学校の設立をいち早く提唱し、明治６年（1873）
８月に開校させました。
　　　　� 　　整理番号：海内家・一－40
　　　� 　　海内家文書　富山県公文書館所蔵

教育令布告ノ件　
　明治12年（1879）９月、教育令が布告されました。教育令では、「学校」とは、小学校・中学校・大学校・
師範学校・専門学校その他各種の学校を指す、と定義されました。小学校については、児童に普通教育を教
授し、読書・習字・算術・地理・歴史・修身等の初歩を教える場であると定められました。資料は、同年７
月の元老院で修正が行われた教育令の布告案で、元老院による修正が朱書され、修正理由が記載されていま
す。教育令は、明治13年、明治18年の改正を経て、明治19年に小学校令等の学校種別ごとの勅令（学校令）
の公布にともなって廃止されました。
　� 　請求番号：公副02544100
　� 　国立公文書館所蔵
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富山県設置の太政官達　
　明治１６年（１８８３）５月９日に、富山県・佐賀県・宮崎県の３
県の設置が太政官布告により正式に決定しました。資料は、
同日、富山県に太政官から伝達された文書です。初代県令に
は長州藩（山口県）出身の国重正文が任命されました。ここ
に、現在の富山県が誕生しました。「県民ふるさとの日」は、
この公文書の日付です。
　　� 　　富山県公文書館所蔵

富山県史料　学校２　　　　
　明治16年（1883）の富山県設置から明治17年までの間の富山県における学校行政に関する資料をまとめた簿冊。
「富山県史料」全22冊のうち、第10冊。
　見開き箇所は、富山県置県に際して、明治16年６月30日以前に石川県で授与された小学校教員免許状（甲・
乙）を有効とする旨の布告です。当時、小学校教員免許状は、各府知事・県令から授与されていました。富
山県が置かれた直後、同県発行の教員免許状を持つ者がいない状況でも、小学校での教育が継続できるよう
にとられた措置と考えられます。
　　� 　　請求番号：府県史料富山
　　� 　　国立公文書館所蔵
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